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青谷かみじち史跡公園事務所（鳥取市青谷町総合支所）執務室等移転業務仕様書 

 

１ 業務名 

青谷かみじち史跡公園事務所等移転業務 

 

２ 業務目的 

青谷かみじち史跡公園事務所（鳥取市青谷町総合支所２階）（以下「総合支所事務所」という。）

から鳥取市青谷上寺地遺跡展示館（以下「旧展示館」という。）及び鳥取県立埋蔵文化財センター秋

里分室（以下「秋里分室」という。）、鳥取県立青谷かみじち史跡公園［公園事務所］（以下「史跡公

園事務所」という。）への移転に伴う什器、書類、事務機器類、備品、文化財等（以下「移転物品」

という。） の搬出入業務及びそれらに附帯する養生、什器等の作業を安全に完遂することを目的と

する。 

 

３ 業務場所 

移転元：総合支所事務所（鳥取市青谷町青谷６６７ 鳥取市青谷町総合支所２階） 

※２階建 エレベーター有 

移転先１：旧展示館（鳥取市青谷町青谷４０６４） ※平屋 

移転先２：秋里分室（鳥取市商栄町３９０）    ※２階建 エレベーター無 

移転先３：史跡公園事務所（鳥取市青谷町吉川１７）※２階建 エレベーター有 

 

４ 業務期間   

契約締結日から令和６年１２月２７日まで 

 

５ 移転スケジュール 

別紙３「移転フロー」のとおり。 

移転作業は基本的に平日とし、詳細な時間帯は発注者と協議の上決定する。 

なお、別紙３「移転フロー」は現段階での予定であり、若干の変更が生じる場合も対応すること。 

 （１）第１期（秋里分室及び旧展示館への移転） 

    秋里分室  ９月１０日（火）～１１日（水）２日間  ［予備日９月２７日（金）］ 

    旧展示館  ９月１２日（木）～１３日（金）２日間  ［予備日９月３０日（月）］ 

    ※一部、移転先内への移転作業あり（スチール棚、図面・書類等） 

 （２）第２期（旧展示館及び史跡公園事務所への移転） 

    旧展示館・史跡公園 １２月１０日（火）～１１日（水）［予備日１２月１７日（火）］ 

    ※作業により、秋里分室への移転あり。 

 

６ 業務内容 

（１）事前準備 

搬出元や搬入先、運搬ルート等の現場確認をした上で、発注者と事前に打合せを行うこと。 

なお、打合せにおいては、作業時間における連絡体制、作業人員、作業内容、運搬ルート等
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を具体的に確認すること。 

（２）梱包用資材 

ア 資材の提供 

段ボール箱や布テープ、移転ラベル等の梱包用資材を、発注者が指定する日までに総合支所

事務所（事務室）に別途指定する数量を納品すること。 

段ボール箱は基本的にＡ４サイズのファイルに対応したサイズとし、必要総数は別紙４「執

務室等移動調書」の段ボール数量を参照すること。なお、数量は見込であり多少の増減がある

ことに留意すること。 

なお、梱包用資材の納品は置き場の関係で複数回に分けて依頼する予定。 

イ 資材の回収 

発注者の開梱作業完了後、速やかに梱包用資材の回収を行うこと。 

（３）養生作業 

   必要に応じて養生を行い、作業終了後は速やかに回収を行うこと。 

（４）移転作業 

   別紙１「総合支所事務所配置図」にある部屋ごとの移転先は、別紙２「旧展示館配置図」「秋

里分室」「史跡公園事務所」を、移転物品のサイズ、数量等詳細は別紙４「執務室等移動調書」

を参照すること。 

 ア 移転作業日及び人員 

   原則、移転日としている日に各部屋全ての移転物品の搬出入を完了させることとし、そのた

めに必要な人員を配置すること。やむを得ない事情により移転日に完了できない場合は、予備

日に残りの作業を行うこと。 

   なお、移転日は執務室を除いて前倒しが可能な部屋もある。前倒しを希望する場合は事前に

発注者に協議すること。 

イ 移転什器・備品等 

そのままの状態で搬出入及び運搬が困難な什器等は一度解体し、搬入先において、元の状態

に復旧したうえで設置すること。 

ウ 段ボール（書類、小物類等） 

・運搬に使用する段ボールは基本的には６（２）アで受注者から提供されたものとするが、発

注者が別途準備した段ボールを使用する場合もあるので対応すること。 

・書類等を箱詰めした段ボールなどを部屋内に保管できない場合は、施設内に設置する仮置き

場（各部屋の前廊下など）まで職員が移動させるので、移転作業時は仮置き場から移動先へ

搬出すること。 

 

７ 業務実施上の留意事項 

（１）契約締結後に業務の具体的な打合せを行うこととし、十分な協議を行い、円滑かつ安全な遂

行に努めること。 

（２）受注者は鳥取県内において事業所を有し、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）

第三条に基づく一般貨物自動車運送事業の認可を受けている者であること。 

（３）受注者は移転業務の円滑な実施を図るため、作業本部を設置し連絡体制・作業体制を予め発
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注者に提出すること。また、様式は任意とする。作業体制に変更が生じた場合は、速やかに発

注者に報告・協議し了承を得た上で変更すること。 

（４）受注者は鳥取市内にサポート拠点を設置すること。統括責任者及び美術品責任者の業務を補

助し、緊急性の高い事象にも迅速に対応可能な体制を取ること。資材のストックポイントとし

ての機能を有しており運送事業認可を有する拠点であること。また、契約期間中の平日午前９

時から午後５時まで、移転作業期間中は常時連絡が取れる体制を有する拠点であること。 

（５）受注者は、契約締結後７日以内に総括責任者を１名選任し、その氏名及び連絡先を発注者に

通知すること。その他、提出書類については発注者と協議の上指示に従うこと。総括責任者は、

鳥取県内において自ら移転業務を過去５年以内に直接遂行した経験を有する者とする。 

（６）受注者は、契約締結後７日以内に美術品取扱責任者を２名選任し、その氏名及び連絡先を発

注者に通知すること。また、実際の移転業務には１名以上を配置すること。本件の美術品取扱

責任者の要件は、自らが指定文化財を含む出土品・美術品・資料等の梱包・輸送・展示・撤去

を含む業務を過去５年以内に直接遂行した経験を有する者とする。また、下記の個別要件をい

ずれか満たしていること。 

ア 博物館法に定めるところの博物館または博物館法相当施設において、歴史的資料（出土

品等）の輸送業務に従事した経験を有していること。 

イ 美術品梱包・輸送にかかる取扱技能習得のための講習会等を受講していること。 

ウ 過去５年以内に歴史的資料を取扱う業務に作業責任者として従事経験を有すること。   

（７）法令に定める資格を要する作業については、有資格者を確保し、法令の規定を遵守して業務

を行うこと。 

（８）移転物品については、今後の調整で多少増減の可能性があるが、本業務の範囲内として対応

すること。ただし、大幅な数量変更があった場合は協議して決定する。 

（９）書類等の箱詰め、移転ラベル貼付、開梱作業は、発注者において行う。 

（１０）歴史的資料の移転は紛失等に備えた体制を取ることとし、移転方法や個数確認方法の計画

策定を予め受注者にて行い、発注者と協議・了承を得てから業務にあたること。 

（１１）什器類は発注者において空の状態とする。 

（１２）業務に必要な機材、器具、消耗品等の経費は、一切受注者の負担とする。 

（１３）重量物の運搬にあたっては、事前に十分な準備・配慮を行い、重量及び形状に見合った方

法を選定し、事故防止に努めること。 

（１４）発注者が別途契約する業者（新規購入什器納入業者、リースコピー機※運搬業者等）と連

絡を密にし、搬送日程等の十分な調整を行うこと。 

   ※コピー機：（株式会社衣笠商会、株式会社エコービジネス） 

（１５）業務中の降雨等天候の変化に対応し、十分な対策を講じること。 

（１６）服装の統一、又は腕章（名札）の着用等により作業員が本業務の従事者であることが認識

できるようにすること。 

（１７）業務で発生したゴミ等は、受注者において適正に処分すること。 

 

８ 損害賠償 

 （１）受注者は、その責めに帰する理由により本業務の実施に関し発注者又は第三者に損害を与え
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たときは、その損害を賠償しなければならない。 

（２）受注者は下記保険に加入し、契約後直ぐに保険加入を証する書類を発注者に提出すること。 

ア 移転物品（出土品含む）及び建物に対する保険 

 

９ 完了報告及び検査 

（１）受注者は、本業務を完了したときは、完了の日から２０日以内に完了報告書を発注者に提出

する。 

（２）発注者は、（１）の完了報告書を受領した日から１０日以内に本業務の完了を確認するための

検査を行う。 

（３）発注者は、（２）の規定に基づき検査を行った結果、本業務を合格と認めるときは、その旨を

受注者に通知しなければならない。 

（４）受注者は、（２）の検査に合格しないときは、発注者の指示に従って遅滞なくこれを修補し、

発注者の検査を受けなければならない。この場合においても（２）及び（３）の規定を準用す

る。 

 

１０ その他 

本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に疑義が生じた場合は、発注者と受注者が協議して定め

る。 

 

＜参考資料＞ 

別紙１ 総合支所事務所配置図 

別紙２ 旧展示館配置図、秋里分室配置図、史跡公園事務所配置図 

別紙３ 移転フロー 

別紙４ 執務室等移動調書 

 

※別紙資料は、参考資料とし、調査時点からの経過を踏まえ、図面においてのレイアウト等の変更

や、リストにおいての数量の増減などがあり得ることに留意すること。 


